
検討及び実施体制の構築

○ 県と水道事業者が目標実現のための役割を果たし、水道事業の基盤強化に取り組む。

山梨県水道ビジョン【概要版】

課題 目標 取り組みの方向性

【安全】 安全な水の供給

○ 鉛製給水管使用率が高い （県6.6％・全国3.3％）

○ 簡易専用水道検査実施率が低い （県61.4％・全国78.4％）

○ 水安全計画の策定率が低い （県10.0％・全国40.5％）

１） 鉛製給水管を解消する
・ 給水管布設替計画を策定する

・ 鉛製給水管を計画的に布設替えする

２） 簡易専用水道等の検査実施を
徹底する

・ 簡易専用水道と小規模貯水槽水道の検査を確実に

実施し、水道水の安全性を確保する

３） 水安全計画の策定を推進する
・ 水安全計画を策定する

・ ＰＤＣＡによる継続的な監視・制御を行う

【強靱】 危機管理への対応

○ 耐震化計画（基幹管路）策定率が低い （県21％・全国38％）

○ 基幹管路の耐震管率が低い （県14.7％・全国26.6％）

○ 配水池の耐震化率が低い （県56.6％・全国58.6％）

○ 危機管理マニュアル策定率が半数未満 （策定率46％）

○ 業務継続計画策定率が3割未満 （策定率29％）

○ 千人当たりの災害用車載給水タンク保有量が低い
（県 0.342㎥/千人・全国 3.881㎥/千人）

１） 耐震化計画に基づく水道施設
の耐震化を推進する

・ 耐震化計画を策定する

・ 基幹管路等の計画的な耐震化を進める

特に病院などの重要給水施設に至る管路を優先する

２） 災害時対応性を向上させる

・被害想定結果に基づき、停電、土砂災害、浸水災害
への対策を検討し、推進する

・ 危機管理マニュアルや業務継続計画を策定する
・ 業務の継続が可能な体制を構築する
・ 必要な資機材の備蓄する

３） 応急給水用資機材の確保体制
を確立する

・ 応急給水計画を策定する

・ 計画に基づく必要な資機材を確保する

・ 応急給水用資機材の共同備蓄を推進する

【持続】 水道サービスの持続性

○ 総配水量の有効利用率が低い （県81.3％・全国88.1％）

○ アセットマネジメント実施率が低い （県31.0％・全国83.9％）

○ 年間給水量に対する技術職員数が低い （県40人・全国84人）

○ 年間給水量に対する改良事業費が低い
（県21億円・ 全国34億円）

○ 経常収支比率が低い （県107.5％・全国111.7％）

○ 料金回収率が低い （県98.7％・全国103.0％）

１） 老朽施設を計画的に更新する

・ 水道施設の健全度と更新需要を把握する
・ 計画的な施設再編と耐震化・長寿命化を図る
・ 施設の共同設置・共同利用を推進する
・ 施設の共同化にあたり官民連携を検討する

２） 計画的な人材確保と育成を行う
・ 人材育成・技術継承の仕組みを整備する
・ 水道職員の技術力を確保する
・ 事務の広域的処理を推進する

３） 適正な水道料金を設定する

・ 将来世代への負担を是正する水道料金を設定する

・ 定期的に水道料金を見直す

・ 長期的には、経営の統合を検討する

ビジョンの基本的な事項

【策定の趣旨】
県内水道事業26事業者と３つの水道企業団の多くは給水人口５万人

以下の小規模な水道事業である。今後は、老朽化した水道施設の更新
や耐震化の推進、料金収入減少への対応、災害時の対策強化等が求め
られ、経営環境は厳しさを増していくことが予想される。

将来にわたる安心・安全な水道水の供給体制を構築していくために、
県は広域的な行政を担う立場から県内の水道事業者等に対する技術的
な助言の一環として、「安全」、「強靭」、「持続」の３つの観点から共通の
方向性や施策を示す「山梨県水道ビジョン」を策定する。

これを受け、実施主体の水道事業者等が主体的に自らの責任におい
て水道事業の基盤強化に取り組む。

【計画期間】
50年後の将来を見据え、当

面の間、令和5年度から令和
14年度の10箇年度とする。

【圏域】
既存の「山梨県水道整備基

本構想」の圏域を基に、地勢、
水源などの自然的条件や経
済的な観点等に配慮し、4圏
域とする。

なお、圏域を超えた事業者
間の連携には柔軟に対応す
る。

数値目標

○ 「安全」「強靱」「持続」の重点目標を設定

○ 毎年度、県と水道事業者等の取り組みを確認し、進捗状況を把握します。

○ 進捗の遅れている取り組みを抽出し、フォローアップを行います。

○ 概ね５年ごとに取り組みの進捗について中間評価を行い、必要に応じて計画を見直します。

理想像 いつまでも 安全でおいしい水を供給する やまなしの水道

県

・水道事業者等の計画等策定や水道事業者間の連携に向け
た助言・調整

・先進事例や優良事例の情報提供

・国の補助金等の制度や変更点を分かりやすく情報提供

・目標実現に向けたフォローアップ

水道事業者等

・水道基盤強化を目的とする安全、強靭、持続に係る各種
計画等の立案と着実な実行

・長期の更新需要と財政収支の見通しの把握に基づいた
適正な水道料金の設定

・広域連携や官民連携等の新たな取組を実施し経営効率
の改善と人材の確保・育成

水道の現況

水道普及率 98.5％（全国平均98.1％）

給水人口・給水量
81万人 10年間で△５万人
給水人口の減少に伴い、給水量も減少

水道の数 201箇所（上水道、簡易水道、専用水道）

水源 １億６千万㎥（主に深井戸・ダム水）

耐震化
基幹管路 ：14.7％（全国平均 26.6％）
耐震化計画：21.0％（全国平均 38.0％）

水道料金
単純平均値
10㎥あたり

上水道事業 ： 1,092円（520～1,463円）
簡易水道事業： 871円（315～1,654円）

職員の状況
350人
40歳以上の割合が高く、技術職員が少ない

市町村水道事業
ビジョン

策定率：28％（全国平均 68％）

アセット
マネジメント

実施率：31％（全国平均 83.9％）

危機管理
マニュアル

半数以上の水道事業者等が危機管理マニュア
ル未策定

ＢＣＰ
（事業継続計画）

実施率：28％（地震対策、新型インフルエンザ)
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一日最大給水量（千m3/日）給水人口（人）

中北 峡東 峡南 富士・東部 給水量

給水量は給水人口とともに、10年ごとに１割のペースで減少する見込み。

各水道事業者等における現時点での
取組状況には差があり、理想像を実
現するためには、水道事業者間の格
差をできるかぎり縮めるため、広域化
の取組が重要

【短期的取り組み】
○ 施設の共同設置・共同利用

・水道施設の耐震化の推進
・老朽施設の更新

○ 事務の広域的処理

・応援協定の締結
・資機材の共同備蓄が有効
・講習会の共同実施

【長期的取り組み】
○ 経営統合
・「施設の共同設置・共同利用」と
「事務の広域的処理」の進捗に
応じて検討

（ 水道広域化のイメージ ）

●具体的な取組については
広域化推進プランへ反映させる。

一日最大給水量（千㎥/日）給水人口（千人）

区分 重点目標 目標値
(参考)

R2年度

安全
水安全計画の

策定

令和14年度

100％
10％

強靱
耐震化計画の

策定

令和14年度

100％
21％

持続
アセットマネジメ

ントの実施

令和９年度

100％
31％

給水量の実績と水需要見通し

※策定率や実施率等には、圏域ごとに差があり、詳細は本文第6章に記載

課題の抽出・目標設定と取り組みの方向性 広域化に向けた取り組み

フォローアップ（県）

連 携


